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○ 放 送 法 施 行 規 則 （ 昭 和 二 十 五 年 電 波 監 理 委 員 会 規 則 第 十 号 ）                                           （ 傍 線 部 分 は 改 正 部 分 ）     

改 正 案 現 行 

（ 定 義 ） （ 定 義 ） 

第 二 条 （ 略 ） 第 二 条 こ の 省 令 の 規 定 の 解 釈 に 関 し て は 、 次 の 定 義 に 従 う も の と す る 。 

一 ・ 二 （ 略 ） 一 「 地 上 基 幹 放 送 事 業 者 」 と は 、 地 上 基 幹 放 送 を 行 う 基 幹 放 送 事 業 者 を

い う 。 

 二 「 衛 星 基 幹 放 送 事 業 者 」 と は 、 衛 星 基 幹 放 送 を 行 う 基 幹 放 送 事 業 者 を

い う 。 

二 の 二 「 移 動 受 信 用 地 上 基 幹 放 送 事 業 者 」 と は 、 移 動 受 信 用 地 上 基 幹 放

送 を 行 う 基 幹 放 送 事 業 者 を い う 。 

 

三 ～ 十 三 （ 略 ） 三 「 衛 星 一 般 放 送 」 と は 、 人 工 衛 星 局 （ 電 波 法 施 行 規 則 （ 昭 和 二 十 五 年

電 波 監 理 委 員 会 規 則 第 十 四 号 ） 第 四 条 第 一 項 第 二 十 号 の 十 に 規 定 す る 人

工 衛 星 局 を い い 、 衛 星 基 幹 放 送 局 （ 同 項 第 二 十 号 の 十 一 に 規 定 す る 衛 星

基 幹 放 送 局 を い う 。 ） 、 衛 星 基 幹 放 送 試 験 局 （ 同 項 第 二 十 号 の 十 二 に 規

定 す る 衛 星 基 幹 放 送 試 験 局 を い う 。 ） 及 び 衛 星 基 幹 放 送 を 行 う 実 用 化 試

験 局 （ 同 項 第 二 十 三 号 に 規 定 す る 実 用 化 試 験 局 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） を

除 く 。 ） を 用 い て 行 わ れ る 一 般 放 送 を い う 。 

 四 「 有 線 一 般 放 送 」 と は 、 有 線 電 気 通 信 設 備 を 用 い て 行 わ れ る 一 般 放 送

を い う 。 

 五 「 有 線 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送 」 と は 、 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送 に よ る 有 線 一 般 放

送 を い う 。 

 六 「 有 線 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送 事 業 者 」 と は 、 有 線 電 気 通 信 設 備 を 用 い て テ

レ ビ ジ ョ ン 放 送 の 業 務 を 行 う 一 般 放 送 事 業 者 を い う 。 

 七 「 同 時 再 放 送 」 と は 、 放 送 事 業 者 の テ レ ビ ジ ョ ン 放 送 を 受 信 し 、 そ の
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全 て の 放 送 番 組 に 変 更 を 加 え な い で 同 時 に 再 放 送 を す る 有 線 テ レ ビ ジ ョ

ン 放 送 を い う 。 

 八 「 有 料 放 送 」 と は 、 法 第 百 四 十 七 条 第 一 項 に 規 定 す る 有 料 放 送 を い

う 。 

 九 「 有 料 放 送 事 業 者 」 と は 、 法 第 百 四 十 七 条 第 一 項 に 規 定 す る 有 料 放 送

事 業 者 を い う 。 

 十 「 国 内 受 信 者 」 と は 、 法 第 百 四 十 七 条 第 一 項 に 規 定 す る 国 内 受 信 者 を

い う 。 

 十 一 「 番 組 送 出 設 備 」 と は 、 放 送 番 組 の 素 材 を 切 り 替 え 、 当 該 放 送 番 組

の 素 材 そ の 他 放 送 番 組 を 構 成 す る 映 像 、 音 声 、 文 字 及 び デ ー タ に 係 る 信

号 を 調 整 （ デ ジ タ ル 放 送 の 場 合 に あ つ て は 、 主 と し て 映 像 、 音 声 及 び デ

ー タ に 係 る 信 号 を 符 号 化 及 び 多 重 化 す る こ と を い う 。 ） し 、 放 送 番 組 と

し て 送 出 し 、 並 び に こ れ ら を 管 理 す る 機 能 を 有 す る 電 気 通 信 設 備 （ 電 気

通 信 事 業 法 （ 昭 和 五 十 九 年 法 律 第 八 十 六 号 ） 第 二 条 第 二 号 に 規 定 す る 電

気 通 信 設 備 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） を い う 。 

 十 二 「 放 送 局 の 送 信 設 備 」 と は 、 地 上 基 幹 放 送 及 び 移 動 受 信 用 地 上 基 幹

放 送 に あ つ て は 放 送 を す る 無 線 局 の 送 信 設 備 を い い 、 衛 星 基 幹 放 送 に あ

つ て は 人 工 衛 星 の 放 送 局 の 送 信 設 備 （ 地 球 局 か ら 伝 送 さ れ た 放 送 番 組 を

受 信 す る た め の 電 気 通 信 設 備 を 含 む 。 ） を い う 。 

 十 三 「 地 球 局 設 備 」 と は 、 人 工 衛 星 の 放 送 局 の 送 信 設 備 ま で 放 送 番 組 を

伝 送 す る た め の 地 球 局 の 送 信 設 備 を い う 。 

十 四 「 中 継 回 線 設 備 」 と は 、 地 上 基 幹 放 送 及 び 移 動 受 信 用 地 上 基 幹 放 送

に あ つ て は 番 組 送 出 設 備 か ら 送 出 さ れ た 放 送 番 組 を 放 送 局 の 送 信 設 備 ま

で 伝 送 す る 機 能 を 有 す る 電 気 通 信 設 備 、 異 な る 場 所 に 設 置 し た 放 送 局 の

送 信 設 備 の 間 で 放 送 番 組 を 伝 送 す る 機 能 を 有 す る 電 気 通 信 設 備 （ 放 送 波

十 四 「 中 継 回 線 設 備 」 と は 、 地 上 基 幹 放 送 に あ つ て は 番 組 送 出 設 備 か ら

送 出 さ れ た 放 送 番 組 を 放 送 局 の 送 信 設 備 ま で 伝 送 す る 機 能 を 有 す る 電 気

通 信 設 備 、 異 な る 場 所 に 設 置 し た 放 送 局 の 送 信 設 備 の 間 で 放 送 番 組 を 伝

送 す る 機 能 を 有 す る 電 気 通 信 設 備 （ 放 送 波 に よ り 中 継 を 行 う 場 合 は 、 そ
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に よ り 中 継 を 行 う 場 合 は 、 そ の 受 信 設 備 を 含 む 。 ） 又 は 異 な る 場 所 に 設

置 し た 番 組 送 出 設 備 間 に 設 け る 電 気 通 信 設 備 を い い 、 衛 星 基 幹 放 送 に あ

つ て は 番 組 送 出 設 備 か ら 送 出 さ れ た 放 送 番 組 を 地 球 局 設 備 ま で 伝 送 す る

た め の 電 気 通 信 設 備 を い う 。 

の 受 信 設 備 を 含 む 。 ） 又 は 異 な る 場 所 に 設 置 し た 番 組 送 出 設 備 間 に 設 け

る 電 気 通 信 設 備 を い い 、 衛 星 基 幹 放 送 に あ つ て は 番 組 送 出 設 備 か ら 送 出

さ れ た 放 送 番 組 を 地 球 局 設 備 ま で 伝 送 す る た め の 電 気 通 信 設 備 を い う 。 

  

（ 認 定 の 申 請 ） （ 認 定 の 申 請 ） 

第 六 十 一 条 （ 略 ） 第 六 十 一 条 基 幹 放 送 の 業 務 の 認 定 の 申 請 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 基 幹 放 送 の

区 分 に 応 じ 、 当 該 各 号 に 定 め る 項 目 ご と に 行 わ な け れ ば な ら な い 。 

 

一 （ 略 ）                          一 地 上 基 幹 放 送 放 送 の 種 類 ご と 、 放 送 対 象 地 域 ご と 、 か つ 、 放 送 系

（ 法 第 九 十 一 条 第 二 項 第 三 号 に 規 定 す る 放 送 系 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） ご

と 

二 （ 略 ） 二 衛 星 基 幹 放 送 放 送 の 種 類 ご と 、 希 望 す る 人 工 衛 星 の 軌 道 又 は 位 置 ご

と 、 か つ 、 希 望 す る 一 の 周 波 数 （ 一 の 周 波 数 を 使 用 し て 二 以 上 の 放 送 番

組 を 放 送 を す る 場 合 に あ つ て は 、 放 送 を す る 一 の 放 送 番 組 ） ご と 

 三 移 動 受 信 用 地 上 基 幹 放 送 放 送 の 種 類 ご と 、 希 望 す る 放 送 対 象 地 域 ご

と 、 希 望 す る 十 三 セ グ メ ン ト 形 式 の Ｏ Ｆ Ｄ Ｍ フ レ ー ム （ 標 準 テ レ ビ ジ ョ

ン 放 送 等 の う ち デ ジ タ ル 放 送 に 関 す る 送 信 の 標 準 方 式 （ 平 成 二 十 三 年 総

務 省 令 第 八 十 七 号 。 以 下 「 デ ジ タ ル 放 送 の 標 準 方 式 」 と い う 。 ） 第 二 十

八 条 第 一 項 に 規 定 す る 十 三 セ グ メ ン ト 形 式 の Ｏ Ｆ Ｄ Ｍ フ レ ー ム を い う 。

以 下 同 じ 。 ） 又 は 一 セ グ メ ン ト 形 式 の Ｏ Ｆ Ｄ Ｍ フ レ ー ム （ デ ジ タ ル 放 送

の 標 準 方 式 第 十 一 条 第 一 項 に 規 定 す る 一 セ グ メ ン ト 形 式 の Ｏ Ｆ Ｄ Ｍ フ レ

ー ム を い う 。 以 下 同 じ 。 ） の 別 ご と 、 か つ 、 希 望 す る セ グ メ ン ト 数 又 は

基 準 セ グ メ ン ト 数 （ 使 用 す る セ グ メ ン ト 数 が 瞬 間 ご と に 変 動 す る 場 合 に

お い て 、 基 準 と な る セ グ メ ン ト 数 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） ご と 
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（ 申 請 書 ） （ 申 請 書 ） 

第 六 十 四 条 （ 略 ） 第 六 十 四 条 法 第 九 十 三 条 第 三 項 に 規 定 す る 申 請 書 の 様 式 は 、 別 表 第 六 号 に

掲 げ る と お り と す る 。 

  

（ 添 付 書 類 等 ） （ 添 付 書 類 等 ） 

第 六 十 五 条 （ 略 ） 第 六 十 五 条 法 第 九 十 三 条 第 四 項 の 事 業 計 画 書 の 様 式 は 別 表 第 七 号 に 掲 げ る

と お り と し 、 同 項 の 事 業 収 支 見 積 書 の 様 式 は 別 表 第 八 号 に 掲 げ る と お り と

す る 。 

２ （ 略 ） ２ 法 第 九 十 三 条 第 四 項 の 総 務 省 令 で 定 め る 書 類 は 、 別 表 第 九 号 の 様 式 に よ

る 基 幹 放 送 の 業 務 を 維 持 す る に 足 り る 技 術 的 能 力 及 び 別 表 第 十 号 の 様 式 に

よ る 基 幹 放 送 の 業 務 に 用 い ら れ る 設 備 等 の 工 事 に 係 る 費 用 （ 地 上 基 幹 放 送

の 場 合 に 限 る 。 ） と す る 。 

  

（ 認 定 の 際 に 指 定 す る 周 波 数 の 表 示 ） （ 認 定 の 際 に 指 定 す る 周 波 数 の 表 示 ） 

第 七 十 条 広 帯 域 伝 送 方 式 （ デ ジ タ ル 放 送 の 標 準 方 式 第 五 章 第 二 節 又 は 第 六

章 第 三 節 に 定 め る 広 帯 域 伝 送 方 式 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） 又 は 高 度 広 帯 域 伝

送 方 式 （ デ ジ タ ル 放 送 の 標 準 方 式 第 五 章 第 三 節 又 は 第 六 章 第 五 節 に 定 め る

高 度 広 帯 域 伝 送 方 式 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） （ 以 下 「 広 帯 域 伝 送 方 式 等 」 と

い う 。 ） に よ る 衛 星 基 幹 放 送 の 業 務 に 係 る 法 第 九 十 四 条 第 一 項 第 三 号 の 規

定 に よ る 周 波 数 の 指 定 に 際 し て は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 事 項 を 指 定 す る 。 た

だ し 、 第 八 号 か ら 第 十 一 号 ま で に 掲 げ る 事 項 に つ い て は 、 テ レ ビ ジ ョ ン 放

送 を 行 う 衛 星 基 幹 放 送 の 業 務 の 場 合 に 限 り 指 定 す る も の と す る 。 

第 七 十 条 広 帯 域 伝 送 方 式 （ 標 準 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送 等 の う ち デ ジ タ ル 放 送 に

関 す る 送 信 の 標 準 方 式 （ 平 成 二 十 三 年 総 務 省 令 第 八 十 七 号 。 以 下 「 デ ジ タ

ル 放 送 の 標 準 方 式 」 と い う 。 ） 第 五 章 第 二 節 又 は 第 六 章 第 三 節 に 定 め る 広

帯 域 伝 送 方 式 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） 又 は 高 度 広 帯 域 伝 送 方 式 （ デ ジ タ ル 放

送 の 標 準 方 式 第 五 章 第 三 節 又 は 第 六 章 第 五 節 に 定 め る 高 度 広 帯 域 伝 送 方 式

を い う 。 以 下 同 じ 。 ） （ 以 下 「 広 帯 域 伝 送 方 式 等 」 と い う 。 ） に よ る 衛 星

基 幹 放 送 の 業 務 に 係 る 法 第 九 十 四 条 第 一 項 第 三 号 の 規 定 に よ る 周 波 数 の 指

定 に 際 し て は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 事 項 を 指 定 す る 。 た だ し 、 第 八 号 か ら 第

十 一 号 ま で に 掲 げ る 事 項 に つ い て は 、 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送 を 行 う 衛 星 基 幹 放

送 の 業 務 の 場 合 に 限 り 指 定 す る も の と す る 。 
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一 ～ 十 一 （ 略 ） 一 中 央 の 周 波 数 

 二 伝 送 方 式 （ 広 帯 域 伝 送 方 式 又 は 高 度 広 帯 域 伝 送 方 式 の 別 ） 

 三 一 秒 に お け る シ ン ボ ル 数 又 は 一 秒 に お け る 基 準 シ ン ボ ル 数 （ 使 用 す る

シ ン ボ ル 数 が 瞬 間 ご と に 変 動 す る 場 合 に お い て 、 基 準 と な る シ ン ボ ル 数

を い う 。 以 下 同 じ 。 ） 

 四 補 完 放 送 （ 電 波 法 施 行 規 則 第 二 条 第 一 項 第 二 十 八 号 の 十 七 に 規 定 す る

補 完 放 送 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） の 方 法 （ 補 完 放 送 を 行 う 場 合 に 限 る 。 ） 

 五 ス ロ ッ ト の 番 号 

 六 搬 送 波 の 変 調 の 方 式 

 七 誤 り 訂 正 内 符 号 の 符 号 化 率 

 八 一 の 映 像 の 符 号 化 さ れ る 映 像 信 号 の 走 査 方 式 及 び 一 の 映 像 の 走 査 線 数 

 九 一 の 映 像 の 符 号 化 さ れ た 映 像 信 号 の 水 平 方 向 の 輝 度 信 号 の 画 素 数 

 十 一 の 映 像 の 符 号 化 さ れ た 映 像 信 号 の フ レ ー ム 周 波 数 （ デ ジ タ ル 放 送 の

標 準 方 式 第 四 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 符 号 化 さ れ る 映 像 信 号 に 限 る 。 ） 

 十 一 一 の 映 像 の 符 号 化 さ れ た 映 像 信 号 の 一 フ レ ー ム 当 た り の 垂 直 方 向 の

輝 度 信 号 の 画 素 数 

２ （ 略 ） ２ 狭 帯 域 伝 送 方 式 （ デ ジ タ ル 放 送 の 標 準 方 式 第 六 章 第 二 節 に 定 め る 狭 帯 域

伝 送 方 式 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） 又 は 高 度 狭 帯 域 伝 送 方 式 （ デ ジ タ ル 放 送 の

標 準 方 式 第 六 章 第 四 節 に 定 め る 高 度 狭 帯 域 伝 送 方 式 を い う 。 以 下 同 じ 。 ）

（ 以 下 「 狭 帯 域 伝 送 方 式 等 」 と い う 。 ） に よ る 衛 星 基 幹 放 送 の 業 務 に 係 る

法 第 九 十 四 条 第 一 項 第 三 号 の 規 定 に よ る 周 波 数 の 指 定 に 際 し て は 、 次 の 各

号 に 掲 げ る 事 項 を 指 定 す る 。 た だ し 、 第 五 号 か ら 第 八 号 ま で に 掲 げ る 事 項

に つ い て は 、 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送 を 行 う 衛 星 基 幹 放 送 の 業 務 の 場 合 に 限 り 指

定 す る も の と す る 。 

 一 中 央 の 周 波 数 
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 二 伝 送 方 式 （ 狭 帯 域 伝 送 方 式 又 は 高 度 狭 帯 域 伝 送 方 式 の 別 ） 

 三 一 秒 に お け る 伝 送 容 量 （ 誤 り 訂 正 等 を 含 む 。 以 下 同 じ 。 ） 又 は 一 秒 に

お け る 基 準 伝 送 容 量 （ 使 用 す る 伝 送 容 量 が 瞬 間 ご と に 変 動 す る 場 合 に お

い て 、 基 準 と な る 伝 送 容 量 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） 

 四 補 完 放 送 の 方 法 （ 補 完 放 送 を 行 う 場 合 に 限 る 。 ） 

 五 一 の 映 像 の 符 号 化 さ れ る 映 像 信 号 の 走 査 方 式 及 び 一 の 映 像 の 走 査 線 数 

 六 一 の 映 像 の 符 号 化 さ れ た 映 像 信 号 の 水 平 方 向 の 輝 度 信 号 の 画 素 数 

 七 一 の 映 像 の 符 号 化 さ れ た 映 像 信 号 の フ レ ー ム 周 波 数 （ デ ジ タ ル 放 送 の

標 準 方 式 第 四 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 符 号 化 さ れ る 映 像 信 号 に 限 る 。 ） 

 八 一 の 映 像 の 符 号 化 さ れ た 映 像 信 号 の 一 フ レ ー ム 当 た り の 垂 直 方 向 の 輝

度 信 号 の 画 素 数 

３ セ グ メ ン ト 連 結 伝 送 方 式 （ デ ジ タ ル 放 送 の 標 準 方 式 第 四 章 第 一 節 に 定 め

る セ グ メ ン ト 連 結 伝 送 方 式 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） に よ る 移 動 受 信 用 地 上 基

幹 放 送 の 業 務 に 係 る 法 第 九 十 四 条 第 一 項 第 三 号 の 規 定 に よ る 周 波 数 の 指 定

に 際 し て は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 事 項 を 指 定 す る も の と す る 。 

一 中 央 の 周 波 数 

二 十 三 セ グ メ ン ト 形 式 の Ｏ Ｆ Ｄ Ｍ フ レ ー ム 又 は 一 セ グ メ ン ト 形 式 の Ｏ Ｆ

Ｄ Ｍ フ レ ー ム の 別 

三 伝 送 方 式 

四 セ グ メ ン ト 数 又 は 基 準 セ グ メ ン ト 数 

五 搬 送 波 の 変 調 の 方 式 

六 誤 り 訂 正 内 符 号 の 符 号 化 率 

 

４ こ の 条 に お い て 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 用 語 の 意 義 は 、 当 該 各 号 に 定 め る と

こ ろ に よ る 。 

３ こ の 条 に お い て 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 用 語 の 意 義 は 、 当 該 各 号 に 定 め る と

こ ろ に よ る 。 

一 （ 略 ） 一 中 央 の 周 波 数 基 幹 放 送 局 が 放 送 番 組 の 放 送 に 使 用 す る 周 波 数 帯 の 中
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央 の 周 波 数 を い う 。 
二 （ 略 ） 二 ス ロ ッ ト 広 帯 域 伝 送 方 式 に よ る 放 送 に あ つ て は デ ジ タ ル 放 送 の 標 準

方 式 第 五 十 三 条 第 一 項 に 規 定 す る ス ロ ッ ト を い い 、 高 度 広 帯 域 伝 送 方 式

に よ る 放 送 に あ つ て は デ ジ タ ル 放 送 の 標 準 方 式 第 六 十 条 第 一 項 に 規 定 す

る ス ロ ッ ト を い う 。 

三 搬 送 波 の 変 調 の 方 式 次 の イ 又 は ロ に 掲 げ る 基 幹 放 送 の 区 分 に 応 じ

て 、 当 該 イ 又 は ロ に 定 め る 方 式 を い う 。 

 イ 衛 星 基 幹 放 送 広 帯 域 伝 送 方 式 に よ る 放 送 に あ つ て は デ ジ タ ル 放 送

の 標 準 方 式 第 五 十 二 条 第 二 項 に 規 定 す る 変 調 の 形 式 、 高 度 広 帯 域 伝 送

方 式 に よ る 放 送 に あ つ て は デ ジ タ ル 放 送 の 標 準 方 式 第 五 十 九 条 第 二 項

に 規 定 す る 変 調 の 形 式 

ロ 移 動 受 信 用 地 上 基 幹 放 送 セ グ メ ン ト 連 結 伝 送 方 式 に よ る 放 送 に あ

つ て は デ ジ タ ル 放 送 の 標 準 方 式 第 二 十 九 条 に 規 定 す る 四 分 の π シ フ ト

差 動 四 相 位 相 変 調 、 四 相 位 相 変 調 、 十 六 値 直 交 振 幅 変 調 又 は 六 十 四 値

直 交 振 幅 変 調 

三 搬 送 波 の 変 調 の 方 式 広 帯 域 伝 送 方 式 に よ る 放 送 に あ つ て は デ ジ タ ル

放 送 の 標 準 方 式 第 五 十 二 条 第 二 項 に 規 定 す る 変 調 の 形 式 を い い 、 高 度 広

帯 域 伝 送 方 式 に よ る 放 送 に あ つ て は デ ジ タ ル 放 送 の 標 準 方 式 第 五 十 九 条

第 二 項 に 規 定 す る 変 調 の 形 式 を い う 。 

四 誤 り 訂 正 内 符 号 の 符 号 化 率 次 の イ 又 は ロ に 掲 げ る 基 幹 放 送 の 区 分 に

応 じ て 、 当 該 イ 又 は ロ に 定 め る 符 号 化 率 を い う 。 

イ 衛 星 基 幹 放 送 広 帯 域 伝 送 方 式 に よ る 放 送 に あ つ て は デ ジ タ ル 放 送

の 標 準 方 式 第 五 十 三 条 第 二 項 に 規 定 す る 誤 り 訂 正 内 符 号 の 符 号 化 率 、

高 度 広 帯 域 伝 送 方 式 に よ る 放 送 に あ つ て は デ ジ タ ル 放 送 の 標 準 方 式 第

六 十 条 第 二 項 に 規 定 す る 誤 り 訂 正 内 符 号 の 符 号 化 率 

ロ 移 動 受 信 用 地 上 基 幹 放 送 セ グ メ ン ト 連 結 伝 送 方 式 に よ る 放 送 に あ

つ て は デ ジ タ ル 放 送 の 標 準 方 式 第 三 十 二 条 に お い て 準 用 す る デ ジ タ ル

放 送 の 標 準 方 式 第 十 五 条 第 二 項 に 規 定 す る 誤 り 訂 正 内 符 号 の 符 号 化 率 

四 誤 り 訂 正 内 符 号 の 符 号 化 率 広 帯 域 伝 送 方 式 に よ る 放 送 に あ つ て は デ

ジ タ ル 放 送 の 標 準 方 式 第 五 十 三 条 第 二 項 に 規 定 す る 誤 り 訂 正 内 符 号 の 符

号 化 率 を い い 、 高 度 広 帯 域 伝 送 方 式 に よ る 放 送 に あ つ て は デ ジ タ ル 放 送

の 標 準 方 式 第 六 十 条 第 二 項 に 規 定 す る 誤 り 訂 正 内 符 号 の 符 号 化 率 を い

う 。 
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（ 様 式 等 ） （ 様 式 等 ） 
第 七 十 一 条 （ 略 ） 第 七 十 一 条 法 第 九 十 四 条 第 二 項 の 認 定 証 の 様 式 は 、 別 表 第 十 一 号 で 定 め

る 。 

２ ・ ３ （ 略 ） ２ 前 条 第 一 項 の 規 定 は 、 広 帯 域 伝 送 方 式 等 に よ る 放 送 を 行 う 衛 星 基 幹 放 送

の 業 務 に 係 る 認 定 証 に 周 波 数 を 記 載 す る 場 合 に 準 用 す る 。 

 ３ 前 条 第 二 項 の 規 定 は 、 狭 帯 域 伝 送 方 式 等 に よ る 放 送 を 行 う 衛 星 基 幹 放 送

の 業 務 に 係 る 認 定 証 に 周 波 数 を 記 載 す る 場 合 に 準 用 す る 。 

４ 前 条 第 三 項 の 規 定 は 、 セ グ メ ン ト 連 結 伝 送 方 式 に よ る 放 送 を 行 う 移

動 受 信 用 地 上 基 幹 放 送 の 業 務 に 係 る 認 定 証 に 周 波 数 を 記 載 す る 場 合 に 準 用

す る 。 

 

  

（ 事 業 計 画 書 の 公 表 等 ） （ 事 業 計 画 書 の 公 表 等 ） 

第 七 十 二 条 （ 略 ） 第 七 十 二 条 総 務 大 臣 は 、 第 六 十 四 条 の 申 請 書 （ 第 七 十 四 条 第 一 項 、 第 七 十

八 条 第 一 項 及 び 第 七 十 九 条 第 一 項 の 申 請 書 並 び に 第 七 十 七 条 及 び 第 八 十 六

条 第 一 項 の 規 定 に よ る 届 出 書 を 含 む 。 ） 及 び 第 六 十 五 条 第 一 項 の 事 業 計 画

書 （ 第 七 十 四 条 第 一 項 、 第 七 十 六 条 第 一 項 、 第 七 十 八 条 第 一 項 第 七 号 及 び

第 七 十 九 条 第 一 項 第 六 号 の 事 業 計 画 並 び に 第 八 十 六 条 第 一 項 の 規 定 に よ り

提 出 さ れ た 書 類 を 含 む 。 ） に 記 載 さ れ た 事 項 の う ち 、 特 に 公 表 す る こ と が

適 当 で あ る も の を 告 示 す る 。 

 ２ 総 務 大 臣 は 、 前 項 の 規 定 に よ り 告 示 し た 事 項 に つ い て 、 イ ン タ ー ネ ッ ト

の 利 用 そ の 他 の 方 法 に よ り 公 表 す る 。 

  

（ 基 幹 放 送 の 業 務 の 開 始 等 の 届 出 ） （ 基 幹 放 送 の 業 務 の 開 始 等 の 届 出 ） 

第 七 十 三 条 （ 略 ） 第 七 十 三 条 法 第 九 十 五 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 業 務 の 開 始 の 届 出 は 、 別 表 第

十 二 号 の 様 式 に よ り 行 う も の と す る 。 



 

 

9 

 ２ 法 第 九 十 五 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 業 務 の 休 止 の 届 出 は 、 別 表 第 十 三 号 の

様 式 に よ り 行 う も の と す る 。 

 ３ 法 第 百 条 の 規 定 に よ る 業 務 の 廃 止 の 届 出 は 、 別 表 第 十 四 号 の 様 式 に よ り

行 う も の と す る 。 

  

（ 認 定 の 更 新 の 申 請 ） （ 認 定 の 更 新 の 申 請 ） 

第 七 十 四 条 地 上 基 幹 放 送 の 業 務 の 認 定 の 更 新 を 申 請 し よ う と す る 者 は 別 表

第 十 五 号 の 様 式 の 更 新 申 請 書 を 、 衛 星 基 幹 放 送 の 業 務 の 認 定 の 更 新 を 申 請

し よ う と す る 者 は 別 表 第 十 六 号 の 様 式 の 更 新 申 請 書 を 、 移 動 受 信 用 地 上 基

幹 放 送 の 業 務 の 認 定 の 更 新 を 申 請 し よ う と す る 者 は 別 表 第 十 六 号 の 二 の 様

式 の 更 新 申 請 書 を 総 務 大 臣 に 提 出 す る も の と す る 。 

第 七 十 四 条 地 上 基 幹 放 送 の 業 務 の 認 定 の 更 新 を 申 請 し よ う と す る 者 は 別 表

第 十 五 号 の 様 式 の 更 新 申 請 書 を 、 衛 星 基 幹 放 送 の 業 務 の 認 定 の 更 新 を 申 請

し よ う と す る 者 は 別 表 第 十 六 号 の 様 式 の 更 新 申 請 書 を 総 務 大 臣 に 提 出 す る

も の と す る 。 

２ （ 略 ） ２ 前 項 の 申 請 書 に は 、 次 に 掲 げ る 基 幹 放 送 の 区 分 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ 当 該 各

号 に 定 め る 書 類 を 添 付 す る も の と す る 。 

 一 地 上 基 幹 放 送 別 表 第 六 号 か ら 別 表 第 十 号 ま で の 様 式 に よ る 書 類 

 二 前 号 に 掲 げ る 放 送 以 外 の 基 幹 放 送 別 表 第 七 号 の 様 式 に よ る 事 業 計 画

書 

  

（ 放 送 事 項 等 の 変 更 ） （ 放 送 事 項 等 の 変 更 ） 

第 七 十 六 条 （ 略 ） 第 七 十 六 条 法 第 九 十 七 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 変 更 の 許 可 を 受 け よ う と す る

者 は 、 別 表 第 十 七 号 の 様 式 の 申 請 書 に 事 業 計 画 書 及 び 事 業 収 支 見 積 書 を 添

え て 、 総 務 大 臣 に 提 出 す る も の と す る 。 

２ ～ ４ （ 略 ） 

５ （ 略 ） 

２ ～ ４ （ 略 ） 

５ 法 第 九 十 七 条 第 三 項 第 三 号 の 総 務 省 令 で 定 め る と き は 、 次 の と お り と す

る 。 

一 （ 略 ） 一 総 務 大 臣 が 基 幹 放 送 用 周 波 数 使 用 計 画 を 変 更 し 、 衛 星 基 幹 放 送 の 業 務
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に 用 い ら れ る 基 幹 放 送 局 に 係 る 人 工 衛 星 の 軌 道 若 し く は 位 置 又 は 周 波 数

を 変 更 し た 後 、 当 該 基 幹 放 送 局 の 免 許 人 以 外 の 者 が 当 該 計 画 の 変 更 に よ

り 新 た に 定 め ら れ た 人 工 衛 星 の 軌 道 若 し く は 位 置 又 は 周 波 数 を 免 許 状 に

記 載 す べ き 国 内 放 送 又 は 内 外 放 送 を す る 無 線 局 の 免 許 を 受 け た と き 。 

二 第 七 十 条 の 規 定 に よ り 一 秒 に お け る 伝 送 容 量 （ 広 帯 域 伝 送 方 式 等 に よ

る 放 送 の 場 合 は 一 秒 に お け る シ ン ボ ル 数 。 次 号 に お い て 同 じ 。 ） を 指 定

さ れ た 衛 星 基 幹 放 送 事 業 者 が 、 そ の 指 定 を 一 秒 に お け る 基 準 伝 送 容 量

（ 広 帯 域 伝 送 方 式 等 に よ る 放 送 の 場 合 は 一 秒 に お け る 基 準 シ ン ボ ル 数 。

以 下 同 じ 。 ） に よ る 指 定 に 変 更 し よ う と す る と き 。 

二 第 七 十 条 の 規 定 に よ り 一 秒 に お け る 伝 送 容 量 （ 広 帯 域 伝 送 方 式 等 に よ

る 放 送 の 場 合 は 一 秒 に お け る シ ン ボ ル 数 。 次 号 に お い て 同 じ 。 ） を 指 定

さ れ た 基 幹 放 送 事 業 者 が 、 そ の 指 定 を 一 秒 に お け る 基 準 伝 送 容 量 （ 広 帯

域 伝 送 方 式 等 に よ る 放 送 の 場 合 は 一 秒 に お け る 基 準 シ ン ボ ル 数 。 以 下 同

じ 。 ） に よ る 指 定 に 変 更 し よ う と す る と き 。 

三 第 七 十 条 の 規 定 に よ り 一 秒 に お け る 基 準 伝 送 容 量 を 指 定 さ れ た 衛 星 基

幹 放 送 事 業 者 が 、 そ の 指 定 を 一 秒 に お け る 伝 送 容 量 に よ る 指 定 に 変 更 し

よ う と す る と き 。 

三 第 七 十 条 の 規 定 に よ り 一 秒 に お け る 基 準 伝 送 容 量 を 指 定 さ れ た 基 幹 放

送 事 業 者 が 、 そ の 指 定 を 一 秒 に お け る 伝 送 容 量 に よ る 指 定 に 変 更 し よ う

と す る と き 。 

三 の 二 第 七 十 条 の 規 定 に よ り セ グ メ ン ト 数 を 指 定 さ れ た 移 動 受 信 用 地 上

基 幹 放 送 事 業 者 が 、 そ の 指 定 を 基 準 セ グ メ ン ト 数 に よ る 指 定 に 変 更 し よ

う と す る と き 。 

 

三 の 三 第 七 十 条 の 規 定 に よ り 基 準 セ グ メ ン ト 数 を 指 定 さ れ た 移 動 受 信 用

地 上 基 幹 放 送 事 業 者 が 、 そ の 指 定 を セ グ メ ン ト 数 に よ る 指 定 に 変 更 し よ

う と す る と き 。 

 

四 （ 略 ） 四 混 信 の 除 去 そ の 他 特 に 必 要 が あ る 場 合 で あ つ て 、 総 務 大 臣 が 別 に 告 示

す る と き 。 

  

（ 基 幹 放 送 業 務 日 誌 ） （ 基 幹 放 送 業 務 日 誌 ） 

第 八 十 四 条 （ 略 ） 第 八 十 四 条 基 幹 放 送 事 業 者 の 事 務 所 に は 、 基 幹 放 送 業 務 日 誌 を 備 え 付 け て

お か な け れ ば な ら な い 。 

２ （ 略 ） ２ 基 幹 放 送 業 務 日 誌 に は 、 毎 日 次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し な け れ ば な ら な
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い 。 た だ し 、 総 務 大 臣 に お い て 特 に 必 要 が な い と 認 め た 場 合 は 、 記 載 の 一

部 を 省 略 す る こ と が で き る 。 

一 （ 略 ） 一 放 送 の た び ご と の 放 送 の 業 務 の 開 始 及 び 終 了 の 時 刻 

二 （ 略 ） 二 第 七 十 条 の 規 定 に よ り 一 秒 に お け る 基 準 伝 送 容 量 を 指 定 さ れ た 場 合

は 、 指 定 さ れ た 周 波 数 ご と に 使 用 さ れ た 伝 送 容 量 （ 広 帯 域 伝 送 方 式 等 に

よ る 放 送 の 場 合 は 使 用 さ れ た シ ン ボ ル 数 。 以 下 「 使 用 伝 送 容 量 」 と い

う 。 ） の 一 日 の 平 均 値 （ 一 秒 当 た り の 使 用 伝 送 容 量 の 一 日 の 総 和 を 八

六 、 四 〇 〇 秒 で 除 し て 得 ら れ た 値 を い う 。 た だ し 、 一 未 満 の 端 数 が あ る

と き は 、 こ れ を 四 捨 五 入 し て 得 た 値 と す る 。 ） 

二 の 二 第 七 十 条 の 規 定 に よ り 基 準 セ グ メ ン ト 数 を 指 定 さ れ た 場 合 は 、 指

定 さ れ た 周 波 数 ご と に 使 用 さ れ た セ グ メ ン ト 数 の 一 日 の 平 均 値 （ 小 数 点

以 下 一 位 未 満 の 端 数 が あ る と き は 、 こ れ を 四 捨 五 入 し て 得 た 値 と す

る 。 ） 

 

三 ～ 六 （ 略 ）  三 第 八 十 二 条 の 規 定 に よ り 緊 急 警 報 信 号 を 使 用 し て 放 送 を し た と き は 、

そ の た び ご と に そ の 事 実 （ 緊 急 警 報 信 号 発 生 装 置 を そ の 業 務 に 用 い る 者

に 限 る 。 ） 

 四 任 意 に 放 送 の 業 務 を 休 止 し た 時 間 

 五 放 送 の 業 務 が 中 断 さ れ た 時 間 

 六 そ の 他 参 考 と な る 事 項 

  

（ 放 送 の た び ご と の 放 送 の 業 務 の 開 始 及 び 終 了 の 時 刻 並 び に 使 用 伝 送 容 量

の 一 日 の 平 均 値 の 期 間 中 に お け る 平 均 値 の 記 録 の 提 出 ） 

（ 放 送 の た び ご と の 放 送 の 業 務 の 開 始 及 び 終 了 の 時 刻 並 び に 使 用 伝 送 容 量

の 一 日 の 平 均 値 の 期 間 中 に お け る 平 均 値 の 記 録 の 提 出 ） 

第 八 十 五 条 （ 略 ） 第 八 十 五 条 基 幹 放 送 事 業 者 は 、 毎 年 四 月 か ら 各 六 箇 月 の 期 間 （ 臨 時 目 的 放

送 を 専 ら 行 う 基 幹 放 送 事 業 者 に あ つ て は 、 認 定 の 有 効 期 間 ） ご と に そ の 期

間 中 に お け る 次 に 掲 げ る 事 項 を 簡 明 に 記 載 し た 記 録 を 、 速 や か に 総 務 大 臣
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に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 総 務 大 臣 に お い て 特 に 必 要 が な い と

認 め た 場 合 は 記 録 の 提 出 又 は 記 載 事 項 の 一 部 を 省 略 す る こ と が で き る 。 

一 ・ 二 （ 略 ） 一 放 送 の た び ご と の 放 送 の 業 務 の 開 始 及 び 終 了 の 時 刻 （ 記 録 す べ き 期 間

中 に お い て 毎 日 放 送 の 業 務 を 行 つ た 基 幹 放 送 事 業 者 を 除 く 。 ） 

 二 第 七 十 条 の 規 定 に よ り 一 秒 に お け る 基 準 伝 送 容 量 を 指 定 さ れ た 場 合

は 、 使 用 伝 送 容 量 の 一 日 の 平 均 値 （ 前 条 第 二 項 第 二 号 に 規 定 す る 使 用 伝

送 容 量 の 一 日 の 平 均 値 を い う 。 ） の そ の 期 間 中 に お け る 平 均 値 （ 一 未 満

の 端 数 が あ る と き は 、 こ れ を 四 捨 五 入 し て 得 た 値 ） 

二 の 二 第 七 十 条 の 規 定 に よ り 基 準 セ グ メ ン ト 数 を 指 定 さ れ た 場 合 は 、 指

定 さ れ た 周 波 数 ご と に 使 用 さ れ た セ グ メ ン ト 数 の 一 日 の 平 均 値 （ 前 条 第

二 項 第 二 号 の 二 に 規 定 す る セ グ メ ン ト 数 の 一 日 の 平 均 値 を い う 。 ） の そ

の 期 間 中 に お け る 平 均 値 （ 小 数 点 以 下 一 位 未 満 の 端 数 が あ る と き は 、 こ

れ を 四 捨 五 入 し て 得 た 値 ） 

 

三 （ 略 ） 三 そ の 他 参 考 と な る 事 項 

  

（ 事 業 計 画 書 の 変 更 等 ） （ 事 業 計 画 書 の 変 更 等 ） 

第 八 十 六 条 （ 略 ） 第 八 十 六 条 認 定 基 幹 放 送 事 業 者 （ 協 会 及 び 学 園 を 除 く 。 次 項 に お い て 同

じ 。 ） は 、 法 第 九 十 三 条 第 四 項 に 規 定 す る 事 業 計 画 書 に 変 更 が あ つ た と き

は 、 別 に 告 示 す る と こ ろ に よ り 、 総 務 大 臣 に 届 け 出 な け れ ば な ら な い 。 

２ ・ ３ （ 略 ） ２ 認 定 基 幹 放 送 事 業 者 （ 臨 時 目 的 放 送 を 専 ら 行 う 認 定 基 幹 放 送 事 業 者 を 除

く 。 ） は 、 基 幹 放 送 の 業 務 を 行 う 事 業 の 決 算 期 ご と に 、 そ の 事 業 収 支 の 結

果 を 総 務 大 臣 に 報 告 し な け れ ば な ら な い 。 

 ３ 前 項 の 報 告 は 、 計 算 書 類 の 提 出 を も つ て こ れ に 代 え る こ と が で き る 。 
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改 正 案 現  行 

別表第六の三号(第 64 条関係) 

移動受信用地上基幹放送の業務認定申請書 

年  月  日 

総務大臣 殿 

郵便番号 

住  所 

(ふりがな) 

氏  名 (法人又は団体にあつては、名称及び代

表者の氏名。記名押印又は署名) 

電話番号 

移動受信用地上基幹放送の業務の認定を受けたいので、放送法第 93 条第３項

の規定により申請します。 

基幹放送の種類(注１)  

基幹放送の業務に用いられる基

幹放送局について電波法の規定

による免許を受けようとする者

又はその免許を受けた者の氏名

又は名称(注２) 

 

希望する放送対象地域  

希望する周波数(注３)  

業務開始の予定期日  

放送事項(注４)  
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基幹放送の業務に用いられる電

気通信設備の概要(注５) 

 

欠格事由の有無(注６) □ 有  □ 無 

注１ 法第91条第１項の規定による基幹放送普及計画の「第３ 基幹放送の区

分ごとの放送対象地域及び放送対象地域ごとの放送系の数の目標」の「 

２ 国内放送に関する基幹放送の区分ごとの放送対象地域及び放送対象

地域ごとの放送系の数の目標」に規定されている「基幹放送の区分」の各

項目を記載すること。また、有料放送の場合にあつては、その旨も記載す

ること。 

(記載例)  「移動受信用地上基幹放送(207.5MHzから222MHzまでの周

波数を使用するデジタル放送）－マルチメディア放送」 

注２ 基幹放送の業務に用いられる基幹放送局について、電波法の規定による

免許を受けようとする一の者又は当該免許を受けた一の者の氏名又は名

称を記載すること。 

注３ セグメント連結伝送方式による移動受信用地上基幹放送の業務の場合

は、次のように記載すること。 

（記載例）  中央の周波数 210.428MHz 

使用するＯＦＤＭフレーム 13セグメント形式のＯＦＤ

Ｍフレーム 

伝送方式 セグメント連結伝送方式 

セグメント数 基準10セグメント 

搬送波の変調の方式 16ＱＡＭ 

誤り訂正率 1／2 

注４ 

⑴ 放送事項を放送番組の実態に合わせて、放送番組の形態及び分野ごとに
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次の記載例に従つて記載すること。 

（記載例） 

放送番組の形態 分野 備考 

リアルタイム型放送番組 
野球、サッカーを中心とした

スポーツ番組 

 

蓄積型放送番組 音楽、ドラマ  

（注１） リアルタイム型放送番組とは全ての受信者が同時に受信設備にお

いて視聴することができる形態の放送番組をいい、蓄積型放送番組と

は受信者があらかじめ受信設備に蓄積させておくことにより、蓄積後

の任意の時間に視聴することができる形態の放送番組をいう。 

（注２） 分野の欄は、当該放送番組の特徴が分かるような表現で簡潔に記

載すること。 

（注３） 法第８条に規定する事項のみを放送事項とするものである場合

は、備考欄にその旨を記載すること。 

⑵ 放送事項における成人向け番組（性的好奇心をそそるため性的な行為を

表す場面又は衣服を脱いだ人の姿態の映像を見せる番組で、青少年に有害

な影響を与えるおそれのある放送番組をいう。）の有無について、次の記

載例に従つて記載すること。 

（記載例） 成人向け番組の有無：無 

⑶ 放送番組の検索又は選択に関する情報を含む放送の業務を行う場合は、

その旨を記載すること。 

⑷ 臨時目的放送を専ら行う基幹放送の業務の場合 

ア 博覧会等の用に供する場合 

(記載例) (何)博覧会の案内等に係る事項 

イ 災害発生時に役立てる場合 
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(記載例) (何)地震の災害対策及び被災者救援のための生活情報等

に係る事項 

注５ 基幹放送の業務に用いられる電気通信設備の概要の欄は、次により記載

すること。 

⑴ 基幹放送の業務に用いられる電気通信設備の概要には、基幹放送が行わ

れる過程における映像、音声、文字、データの流れが明確になるよう、演

奏所から基幹放送局の送信設備の送信空中線までの範囲における全ての

電気通信設備を明記した概要図を記載すること。 

⑵ ⑴の概要図には、基幹放送の業務に用いられる電気通信設備のうち、当

該業務に用いられる基幹放送設備に該当する設備の範囲を「番組送出設

備」又は「中継回線設備」の別を明確にして付記すること。 

⑶ ⑴の概要図には、⑵の「番組送出設備」又は「中継回線設備」の法第

111 条第 1項の技術基準への適合性に係る説明について、次の事項を付記

すること。 

ア 法第 111 条第２項第１号に規定する基幹放送設備の損壊又は故障に

より、基幹放送の業務に著しい支障を及ぼさないようにすることを確保

するための措置に関する事項 

イ 法第 111 条第２項第２号に規定する基幹放送設備を用いて行われる

基幹放送の品質が適正であるようにすることを確保するために当該設

備が準拠する送信の標準方式の種類に関する事項 

⑷ 一葉の用紙に全部を記載することができない場合には、全体の構成が把

握できるよう電気通信設備の階層その他適宜の区分に分けて、別途記載す

ること。 

注６ 法93条第１項第６号の欠格事由の有無について記載するものとし、同欄

の□には、該当する事項にレ印を付けること。 
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別表第七の三号(第 65 条第 1項関係) 

第３ 移動受信用地上基幹放送に係る事業計画書 

 事 業 計 画 書 

長 
 
 

辺 

(別紙) 

□⑴ 経営形態及び資本又は出資の額 

□⑵ 事業開始までに要する用途別資金及びその調達方

法 

□⑶ 主たる出資者及び議決権の数 

□⑷ 100分の33.33333を超える議決権を有する者に関す

る事項 

□⑸ 10分の１を超える議決権を有する他の地上基幹放

送事業者又は100分の33.33333を超える議決権を有す

る他の移動受信用地上基幹放送事業者に関する事項 

□⑹ 役員に関する事項 

□⑺ 放送番組の編集の基準 

□⑻ 放送番組の編集に関する基本計画 

□⑼ 週間放送番組の編集に関する事項 

□⑽ 放送番組の審議機関に関する事項 

□⑾ 放送番組の編集の機構及び考査に関する事項 

□⑿ 災害放送に関する事項 

□⒀ 将来の事業予定 

□⒁ 基幹放送の業務を行う事業と併せ行う事業及び当

該事業の業務概要 

  

  短     辺    (日本工業規格Ａ列 4番によること。)

【新設】 
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注 1 別紙について、次の表の区分に従い、別葉として提出すること。 

区  別 提出する別紙 備  考 

1 認定の

申 請 の

場合 

⑴  (注１) 臨時目的放送を専ら行

う基幹放送の業務の場合

は、提出を要しない。 

(注２) 法第８条に規定する経

済市況、自然事象及びス

ポーツに関する時事に関

する事項その他総務省令

で定める事項のみを放送

事項とする放送を専ら行

う基幹放送の業務の場合

は、提出を要しない。 

 (注３) 当該変更により事業

計画書に重大な変更があ

るときに限る。 

⑵  

⑶  

⑷  (注１) 

⑸  (注１) 

⑹  

⑺  (注１)(注２) 

⑻  (注１)(注２) 

⑼ 

⑽  (注１)(注２) 

⑾  (注１) 

⑿ 

⒀  (注１) 

⒁  (注１) 

2 認定の

変 更 の

申 請 の

場合 

⑴  (注３) 

⑵  (注３) 

⑶  (注３) 

⑷  (注１)(注３) 

⑸  (注１)(注３) 

⑹  (注３) 

⑺  (注１)(注２)(注３

) 

⑻  (注１)(注２)(注３
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) 

⑼  (注３) 

⑽  (注１)(注２)(注３

) 

⑾  (注１) 

⑿  

⒀  (注１)(注３) 

⒁  (注１)(注３) 

3 認定の

更 新 の

申 請 の

場合 

⑴ 

⑶  

⑷  

⑸  

⑹  

注２ 事業計画書の別紙記載等は、次によること。また、同欄の□には、注１

の表の区分に従つて該当する事項にレ印を付けること。 

⑴ 別紙⑴は、次の様式により記載すること。 

ア 株式会社の場合 

経営形態 株式会社 

資本又は出

資の額 

発行済株式の

額及びその株

式数 

増資予定の期日

、額及びその株

式数 

増資後の資本の額及

びその株式数 

   

イ 設立中の株式会社の場合 

経営形態 株式会社(設立中) 

資本又は出 発起人引受け 募集の株式数及 合 計 
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資の額 の株式数及び

その額 

びその額 

   

ウ 株式会社及び設立中の株式会社以外の場合は、上記の様式に準じて記

載すること。 

（注１） 法人の場合は、次の書類を添付すること。 

(ア) 定款又は寄附行為及び登記事項証明書 

(イ) 定款又は寄附行為に基幹放送の業務を行うことについて

の定めがない場合は、当該申請を行うことを決議した取締

役会等の議事録の写し 

（注２） 設立中の法人の場合は、次の書類を添付すること。 

(ア) 定款（会社法第 30 条第１項及びその準用規定により認証

を必要とする場合には、認証のある定款）又は寄附行為 

(イ) 法人設立計画書（法人設立までの進行予定を記載した書

類とする。） 

(ウ) 設立しようとする法人が株式会社であるときは、発起人

会議事録の写し、発起人組合契約書の写し及び発起人引受

承諾書 

（注３） 法人及び設立中の法人以外の場合は、（注１）及び（注２）

に準ずる書類を添付すること。 

⑵ 別紙⑵は、次の様式により記載すること。 

用途別資金の額 資金調達の方法 

 

工事費 

創業費 

千円  
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その他 

合 計 

（注１） 「事業開始までに要する用途別資金」の「事業開始」とは、

認定を受けようとする基幹放送の業務に係る「放送の開始」で

ある。 

（注２） 資金調達の方法の欄は、資本金、出資金、社債、借入金、寄

付金、積立金、営業収入等の別及び金額を記載すること。 

（注３） 貸借対照表、損益計算書、株式引受承諾書の写し、社債申込

証の写し、融資証明書等資金調達の確実性を証明する書類を添

付すること。 

⑶ 別紙⑶は、次の様式により記載すること。 

ふりがな 

住 所 職 業 

議決権の総

数に対する

議決権の比

率 

備 

考 
氏名又は

名称 

   ％  

（注１）  議決権の総数に対する議決権の比率が 100 分の１以上の者

について記載すること。 

（注２） 設立中の法人にあつては、（注１）によるほか、発起人全

員について記載すること。 

（注３） 増資その他の理由により、将来において議決権の総数に対

する議決権の比率が 100 分の１以上となる予定がある場合

は、それについて併せて記載すること。 

（注４） 法人にあつては、名称に代表者氏名を付記すること。 

（注５） 住所の欄は、都道府県市区町村を記載すること。この場合



     
 

 
 

22
 

において、法人にあつては本店又は主たる事務所の所在地を

記載すること。 

（注６） 職業の欄は、法人にあつては「何事業」、個人にあつては

「何㈱㈹専務(常)」、「雑貨商店主」のように記載すること。

この場合において、法人の代表権を有する役員については役

名の前に「㈹」の文字を、常勤の役員については役名の後に

「(常)」の文字を付記すること。 

（注７） 備考の欄は、次の事項を記載すること。 

(ア) 出資が株式の引受け以外の形態をとるときは、出資金、

寄付金等の出資の種類 

(イ) 発起人又は発起人代表であるときはその旨 

(ウ) 日本の国籍を有しない人又は外国の法人若しくは団体

であるときはその旨 

(エ) 出資の予定のものについてはその旨 

（注８） 比率は小数点第２位を四捨五入とし小数点第１位まで記載

すること。 

⑷ 別紙⑷は、次の様式により記載すること。 

 氏名又

は名称 

議決権の総

数に対する

議決権の比

率 

(A)が地上基幹放送

事業者の10分の１を

超える議決権又は移

動受信用地上基幹放

送事業者の100分の

33.33333を超える議

決権を有する場合、

当該事業者の名称 

備考
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100分の33.33333

を超える議決権

を有する者 

(A) 

 ％   

 うち(A)の有

する議決権

と計算され

る議決権を

有する者 

(B) 

 ％   

（注１） 議決権の取扱いは、次の(ア)から(ウ)までに定めるところにより

計算し、記載すること。 

(ア) 一の者が自己の計算により議決権を有する場合、その議決権

に係る株式の所有者の名義が異なつていても、その議決権は、

当該一の者の有する議決権とするものとする。また、一の者が、

未公開株式に係る議決権の行使について、信託契約に基づき指

図を行うことができる権限を有する場合等、信託の受託者が当

該一の者の意思と同一の内容の議決権を行使すると認められ

る場合においては、その議決権は当該一の者の有する議決権と

みなして計算すること。 

(イ) 一の者が議決権の２分の１を超える議決権を有する法人又

は団体が、基幹放送の業務を行おうとする者の議決権を有する

場合、その議決権は、当該一の者の有する議決権とみなす。た

だし、一般社団法人等が、基幹放送の業務を行おうとする者の

議決権を有する場合にあつては、一の者の役員が当該一般社団
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法人等の過半数の理事又は責任役員を兼ねているときに、その

議決権は当該一の者の有する議決権とみなして計算すること。

(ウ) (イ)の本文の規定は、基幹放送の業務を行おうとする者の議

決権を有する法人又は団体と一の者との間にこれらの者と議

決権の保有を通じた関係にある一又は二以上の法人又は団体

が介在している場合（関連法人等及び当該法人又は団体がそれ

ぞれその議決権の２分の１を超える議決権を当該一の者又は

他の関連法人等（その議決権の２分の１を超える議決権が当該

一の者又は他の関連法人等によつて保有されているものに限

る。）によつて保有されている場合に限る。）に準用する。 

(エ) (ウ)の規定を適用する場合において、介在している関連法人

等も 100 分の 33.33333 を超える議決権を有する者となるとき

は、当該関連法人等についても(A)及び(B)の欄を記載するこ

と。なお、(B)の欄の記載については、(A)の欄に記載される者

の議決権と計算される議決権を、関連法人等を介在することな

く直接有する者についてのみ記載するものとする。 

（注２） (B)の欄は、議決権を有する全ての者について記載すること。 

（注３） 備考の欄は、出資が株式の引受け以外の形態をとるときは、出

資金、寄付金等の出資の種類を記載すること。また、(B)の欄を記

載した場合は、当該欄の備考の欄に(A)の有する議決権と計算され

る理由を記載すること。 

（注４） 比率は小数点第２位を四捨五入とし小数点第１位まで記載する

こと。 

⑸ 別紙⑸は、次の様式により記載すること。 

 氏名又は名称 他の基幹放送事業者の 備考 
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議決権の総数に対する

議決権の比率 

自らが10分の１

を超える議決権

を有する他の地

上基幹放送事業

者又は100分の

33.33333を超え

る議決権を有す

る他の移動受信

用地上基幹放送

事業者 

(A) 

 ％  

 うち自らが有

する議決権と

計算される議

決権を有する

者 

(B) 

 ％  

（注１） ⑷（注１）(ア)から(ウ)まで、（注２）及び（注３）に準じて

記載すること。また、次の(ア)及び(イ)によること。 

(ア) ⑷（注１）の(ア)から(ウ)までについては、「一の者」とあ

るのは「基幹放送の業務を行おうとする者」と、「基幹放

送の業務を行おうとする者」とあるのは「他の基幹放送事

業者」とそれぞれ読み替えること。 
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(イ) ⑷（注１）の(ア)から(ウ)までに準じて記載する場合におい

て、介在している関連法人等がさらに他の関連法人等を介

在して基幹放送事業者の議決権を有するときの(B)の欄の

記載については、(A)の欄に記載される基幹放送事業者の議

決権を他の関連法人等を介在することなく直接有する者に

ついてのみ記載するものとする。 

（注２） 比率は小数点第２位を四捨五入とし小数点第１位まで記載する

こと。 

⑹ 別紙⑹は、次の様式により記載すること。 

ふりがな 
住所 役名 担当部門 兼職 備考 

氏名 

      

（注１） 住所の欄は、住民基本台帳に記載された住所の都道府県市区

町村を記載すること。 

（注２） 役名の欄は、代表権を有する役員については役名の前に「㈹」

の文字を、常勤の役員については役名の後に「(常)」の文字を付

記すること。 

（注３） 兼職の欄は、基幹放送の業務を行う事業及び新聞事業に係る

ものについてはその全部を、その他のものについてはその代表的

なものを（注２）に準じて記載すること。 

（注４） 備考の欄は、次の事項を記載すること。 

(ア) 発起人又は発起人代表であるときはその旨 

(イ) 日本の国籍を有しない人であるとき又は兼職に係る法人若

しくは団体が外国の法人若しくは団体であるときはその旨 

(ウ) 予定のものについてはその旨 
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（注５） 役員又は役員予定者の履歴書を添付するほか役員予定者につ

いては役員就任承諾書を添付すること。 

⑺ 別紙⑺は、放送の対象とする者に応じた放送番組の編集の基準又はその

案を記載すること。 

⑻ 別紙⑻は、具体的に放送番組を編集するための基本的な計画又はその案

を記載すること。この場合において、特別の経営方針による移動受信用地

上基幹放送の業務については、対象とする受信者層を併せて記載するこ

と。なお、移動受信用地上基幹放送の放送番組に成人向け番組が含まれる

場合は、対象とする受信者層を限定するための具体的措置（視聴契約時に

おける年齢確認、ペアレンタルロック（視聴年齢制限の情報を付加して放

送された放送番組について、視聴可能年齢を受信機に登録し、かつ、暗証

番号を設定することにより、登録された年齢未満の者の視聴の排除を可能

とする機能をいう。）等）について併せて記載すること。 

また、有料放送を含む基幹放送を行う旨を記載すること。 

(記載例) 有料放送を含む基幹放送を行うものである。 

(9) 別紙(9)は、放送番組表及び他から供給を受ける放送番組の放送時間及

び伝送容量（臨時目的放送を専ら行う基幹放送事業者の場合を除く。）に

ついて、次のアからエまでの様式により記載すること。 

ア リアルタイム型放送番組表（注１）（注２）（注３）（注４） 

曜日

時刻 
月 火 水 木 金 土 日 

        

計 

時

間

分
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伝

送

容

量

 

合計   時間  分（伝送容量  ）

有料放送（  ％） 
備考   

 

イ 蓄積型放送番組表（注１）（注２）（注４） 

 放送される時間帯 放送事項 合計伝送容量 

月    

火    

水    

木    

金    

土    

日    

合計 伝送容量 

有料放送（  ％） 
備考  

 

ウ 全体の放送番組表（注５） 

放送番組の

形態の別及

び影像、音

響又は信号

有料放送又は無

料放送が放送全

体に占める割合

（％） 

影像、音

響又は信

号が放送

全体に占

合計 

（％）
放送事項 
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の別 有料放

送 

無料放

送 

める割合

（％） 

リ
ア
ル
タ
イ
ム
型
放
送
番
組 

影像 Ａ Ｇ 
Ａ及びＧ

の和 

Ａ
か
ら
Ｃ
ま
で 

及
び
Ｇ
か
ら
Ｉ
ま
で
の
和 

 

音響 Ｂ Ｈ 
Ｂ及びＨ

の和  

信号 Ｃ Ｉ 
Ｃ及びＩ

の和  

蓄
積
型
放
送
番
組 

影像 Ｄ Ｊ 
Ｄ及びＪ

の和 

Ｄ
か
ら
Ｆ
ま
で 

及
び
Ｊ
か
ら
Ｌ
ま
で
の
和 

 

音響 Ｅ Ｋ 
Ｅ及びＫ

の和  

信号 Ｆ Ｌ 
Ｆ及びＬ

の和  

合計（％）

Ａから

Ｆまで

の和 

Ｇから

Ｌまで

の和 

 100 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１） １週間の放送番組の代表例を記載すること。 

（注２） リアルタイム型放送番組とは全ての受信者が同時に受信設備
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において視聴することができる形態の放送番組をいい、蓄積

型放送番組とは受信者があらかじめ受信設備に蓄積させてお

くことにより、蓄積後の任意の時間に視聴することができる

形態の放送番組をいう。 

（注３） リアルタイム型放送番組は、個々の放送番組について、その

開始及び終了の時刻を記載すること。 

（注４） 有料放送を行う基幹放送事業者の場合は、有料放送に係る放

送番組について、個々の放送番組の欄内に「有」の記号等を

表示し、合計欄内に、アの放送番組表にあつては１週間当た

りの放送番組の放送時間全体に占める有料放送に係る放送時

間の割合を、イの放送番組表にあつては１週間当たりの放送

番組の伝送容量全体に占める有料放送に係る伝送容量の割合

を（ ）で再掲すること。 

（注５） １週間当たりの放送の伝送容量について、以下に掲げる事項

ごと、かつ、影像、音響又は信号の別ごとに、１週間当たり

の放送の伝送容量全体に占めるそれぞれの伝送容量の割合を

記載すること。 

(ア) 放送番組の形態の別 

(イ) 無料放送又は有料放送の別 

エ 他から供給を受ける放送番組の伝送容量等 

供給者名 
一週間当たりの放送の伝送

容量全体に占める割合 

供給に関する

協定等の有無 

 

 

％（ ％）  

合 計 ％（ ％）  
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（注１） 供給者名の欄は、アからウまでの放送番組表に記載した放

送番組のうち、他から供給を受けるものについて記載するこ

と。 

（注２） 放送番組の供給に関する協定等がある場合は、その内容を

記載した書類を添付すること。 

（注３） 有料放送を行う基幹放送事業者の場合は、一週間当たりの

放送の伝送容量全体に占める有料放送に係る伝送容量の割合

をそれぞれ該当する欄内に（ ）で記載すること。 

（注４) 比率は小数点第２位を四捨五入とし小数点第１位まで記載

すること。 

⑽ 別紙⑽は、次の様式により記載すること。 

ふりがな 
住所 性別 

生年 

月日 
職業 備考 

委員の氏名 

      

委員総数                                                    人 

（注１） 住所の欄は、都道府県市区町村を記載すること。 

（注２） 職業の欄は、主たる職業を「何大学教授」、「評論家」等のよ

うに記載すること。 

（注３） 備考の欄は、次の事項を記載すること。 

(ア) 他の放送番組の審議機関の委員であるときはその旨及び当該

審議機関の名称 

(イ) 他の放送事業者の審議機関と共同して設置しようとする場合

はその旨及び共同設置者の氏名又は名称 

(ウ) 予定のものについてはその旨 

（注４） 委員予定者については、委員就任承諾書を添付すること。 
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⑾ 別紙⑾は、次により記載すること。 

ア 放送番組を編集する組織機構について、職務内容を系統的かつ具体的

に記載すること。この場合において、編集の責任者については、その

権限等について併せて記載すること。 

イ 放送番組を考査する組織機構がある場合には、アに準じて記載するこ

と。この場合において、考査の方法を併せて記載し、考査に関する基

準等があるときはそれらを記載又は添付すること。 

ウ 予定のものについては、その旨を記載すること。 

⑿ 別紙⑿は、次により記載すること。 

災害放送の実施体制（責任者、連絡系統、要員等）について記載するこ

と。この場合において、実施要領等を作成している場合は、それを添付す

ること。 

⒀ 別紙⑺から別紙⑿までの事項について、事業開始当初限りの特別の経営

方針があるときは、その方針についてそれぞれ該当する別紙に併せて記載

すること。 

⒁ 別紙⒁は、兼営する事業及び他の事業への出資について、次の様式によ

り記載すること。 

ア 兼営する事業 

兼営する事業の名称 事 業 の 概 要 

  

イ 他の事業への出資 

事業者

の名称

資本金

(A) 

事業の

概要 

出資の

額(B) 

出資の比率

(B)/(A)×

100 

備考 

 百万円  千円 ％  
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（注１） 出資の額が 500 万円以上又は出資に係る事業者の資本金の

額の 10 分の１以上の場合について記載すること。 

（注２） 備考の欄は、次の事項を記載すること。 

(ア) 議決権の総数に対する議決権の比率が、出資の総額に対す

る出資の比率と異なるときは、その比率 

(イ) 出資が株式の引受け以外の形態をとるときは、出資金、寄

付金等の出資の種類 

（注３） 比率は小数点第２位を四捨五入とし小数点第１位まで記載

すること。 

 

（改正なし） 別表第八号(第 65 条第１項関係) 

第１ 見積表 

 第１年目 第２年

目 

第３年目 第４年

目 

第５年

目 

科  目 

事

業

収

支

基

幹

放

送

の

業

務

を

行

う

事

事

業

収

支

基

幹

放

送

の

業

務

を

行

う

事

事

業

収

支

基

幹

放

送

の

業

務

を

行

う

事

事

業

収

支

基

幹

放

送

の

業

務

を

行

う

事

事

業

収

支 

基

幹

放

送

の

業

務

を

行

う

事
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業

の

収

支 

業

の

収

支 

業

の

収

支 

業

の

収

支 

業

の

収

支 

 
千

円

千

円

千

円

千

円

千

円

千

円

千

円

千

円 

千

円 

千

円 

１ 売上高           

  放送料           

有料放送

料 

          

 放送番組

制作料 

          

  放送番組

売上料 

          

  その他           

２ 売上原価           

  放送費           

放送委託

費 

          

  技術費           

  人件費           

減価償却

費 

          

   その他           

３ 売上総利           
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益（１-２） 

４ 販売費及

び一般管理費

          

  販売費           

  一般管理

費 

          

  人件費           

  減価償却

費 

          

   その他           

５ 営業利益

（３-４） 

          

６ 営業外収

益 

          

７ 営業外費

用 

          

８ 経常利益

（５+（６-７

）） 

          

備   考           

注１ 見積表上の「第１年目」から「第５年目」までの各年目は、事業

者の決算年度ベースで事業開始から５年間分を記載すること（例え

ば、３月決算の事業者で、第１年目の基幹放送の業務を行う事業の

開始が 10 月であれば、第１年目の「基幹放送の業務を行う事業の収

支」は６ヶ月分である。）。 
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注２ 事業収支の欄は、申請者が行う基幹放送の業務及び兼営する事業

の収支を総合したものを記載すること。 

注３ 備考の欄は、事業収支が相償わない場合における措置を記載する

こと。 

注４ 有料放送料の欄は、有料放送を行う基幹放送事業者の場合に限る。

なお、有料放送の受信に関し、有料放送料以外の金銭を受信者に負

担させる場合は、その金銭に係る収益及び費用について、適宜の科

目を設けて記載すること。 

注５ 次の書類を添付すること（臨時目的放送を専ら行う基幹放送事業

者の場合を除く。）。 

(ア) 放送料金表 

(イ) 有料放送料金表 

(ウ) 最近の決算期における計算書類 

(エ) その他参考となる書類 

注６ 臨時目的放送を専ら行う基幹放送事業者の場合は、当該目的を達

成するために必要な期間における見積額を、この様式に準じて記載

するとともに、放送料金表等参考となる書類を添付すること。 

第２ 見積りの根拠 

ア 収益 

区   分 
１週間平均

の回数 
単 価 

１週間平均

の収入 

１年間の

収入 

 

（記載例） 

放送料 

Ａタイム 

回 千円 千円 千円
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30 分

15 分

Ｂタイム   

30 分

15 分

Ａスポット 

Ｂスポット 

注１ 第１の表の１の項の収益の科目ごとに、第１年目、第２年目、

第３年目、第４年目及び第５年目の別に記載することとし、営業

収益のその他及び営業外収益の科目については適宜の様式によ

り記載すること。ただし、各年度における科目ごとの算出方法が

同一である場合は、その算出方法を適宜の様式により記載するこ

とにより、第２年目、第３年目、第４年目及び第５年目の収益の

記載を省略することができる。 

注２ 有料放送を行う基幹放送事業者の場合は、契約者数及び有料放

送料金について、適宜の様式により第１年目、第２年目、第３年

目、第４年目及び第５年目の別に記載すること。ただし、各年度

における科目ごとの算出方法が同一である場合は、その算出方法

を適宜の様式により記載することにより、第２年目、第３年目、

第４年目及び第５年目の契約者数及び有料放送料金の記載を省

略することができる。 

注３ 臨時目的放送を専ら行う基幹放送事業者の場合は、適宜の様式

により記載すること。 

注４ 有料放送を行う場合における加入者数については、その見積り

の根拠を、可能な限り詳細に記載すること。 
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イ 費用 

科   目 金   額 根   拠 

 千円  

注 アの注に準じて記載すること。 

第３ 放送番組の主たる利用見込者 

次の様式により記載すること。 

ふりがな 

住所 

１年間

の利用

見込金

額 

１週間の利用度 

備考 氏名又は 

名称 
回数 時間 

      

注１ 他人の利用に供するものについて記載すること。 

注２ 利用見込者は、都道府県別に記載すること。 

注３ 住所の欄は、都道府県市区町村を記載すること。この場合において、 

法人にあつては本店又は主たる事務所の所在地を記載すること。 

注４ 備考の欄は、利用見込者が株主であるとき又は株主になろうとする

ものであるときは、その旨を記載すること。 

 

（改正なし） 別表第九号(第 65 条第２項関係) 

基幹放送の業務を維持するに足りる技術的能力 

１ 業務を確実に実施することができる体制 

２ 業務に従事する者の実務経験等 

注１ 基幹放送の業務に用いられる電気通信設備を、法第 111 条第 1項

の技術基準に適合するように維持するための運用・保守等の業務(以

下この表において「設備維持業務」という。)を確実に実施すること
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ができる体制を記載すること。 

注２ 設備維持業務に従事する者の実務経験等を記載すること。 

注３ 一葉の用紙に全部を記載することができない場合には、全体の構

成が把握できるよう適宜の区分に分けて、別途記載すること。 

注４ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

 

別表第十六号の二(第 74 条第１項関係) 

第１ 申請書 

移動受信用地上基幹放送の業務認定更新申請書 

年  月  日

総務大臣 殿 

郵便番号 

住  所 

(ふりがな) 

氏  名 (法人又は団体にあつては、名 

称及び代表者の氏名。記名押印

又は署名) 

電話番号 

移動受信用地上基幹放送の業務の認定の更新を受けたいので、放送法第 96 条

第２項の規定により申請します。 

認 定 の 番 号 認 定 の 

年 月 日 

欠格事由の有無 

(注１) 

備 考

  □有  □無  

注１ 欠格事由の有無の欄は、法第 93 条第１項第６号の欠格事由の有無に

ついて記載するものとし、同欄の□には、該当する事項にレ印を付け

【新設】 
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ること。 

注２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

第２ 添付書類 

別表第七の三号の様式のとおりとする。 

 

別表第十七号(第 76 条第１項関係) 

第１ 申請書 

放送事項等変更許可申請書 

年  月  日

総務大臣 殿 

郵便番号 

住  所 

(ふりがな) 

氏  名(法人又は団体にあつては、名称 

及び代表者の氏名。記名押印又は

署名) 

電話番号 

 

放送事項等（注１）の変更の許可を受けたいので、放送法第 97 条第１項の規

定により申請します。 

変更事項（注１）  

変更前  変更後  

注１ 「放送事項」又は「基幹放送の業務に用いられる電気通信設備の概要」

のように記載すること。 

注２ 基幹放送の業務に用いられる電気通信設備の概要に変更があつた場

 

別表第十七号(第 76 条第１項関係) 

第１ 申請書 

放送事項等変更許可申請書 

年   月 

日 

総務大臣 殿 

郵便番号 

住  所 

(ふりがな) 

氏  名（法人又は団体にあつては、名 

称及び代表者の氏名。記名 

押印又は署名） 

電話番号 

放送事項等（注１）の変更の許可を受けたいので、放送法第 97 条第１項の

規定により申請します。 

変更事項（注１）  

変更前  変更後  

注１ 「放送事項」又は「基幹放送の業務に用いられる電気通信設備の概

要」のように記載すること。 

注２ 基幹放送の業務に用いられる電気通信設備の概要に変更があつた
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合には、基幹放送の業務認定申請書に準じ変更箇所が判るよう記載する

こと。 

注３ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

注４ 該当欄に全部を記載することができない場合は、その欄に別紙に記載

する旨を記載し、この様式に定める規格の用紙に適宜記載すること。 

 

第２ 添付書類 

別表第七の一号、別表第七の二号又は別表第七の三号及び別表第八号の様式の

とおりとする。 

 

場合には、基幹放送の業務認定申請書に準じ変更箇所が判るよう記載

すること。 

注３ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

注４ 該当欄に全部を記載することができない場合は、その欄に別紙に記

載する旨を記載し、この様式に定める規格の用紙に適宜記載するこ

と。 

第２ 添付書類 

別表第七の一号又は別表第七の二号及び別表第八号の様式のとおりとする。 
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